
＜図1＞職員の構成�
職員数2973人（平成12年4月1日現在）�
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教育公務員�
0.1％　4人�

一般行政職�
51.7％�
1533人�

税務職�
5.5％�
165人�

福祉職�
4.9％�
147人�

医療職�
14.1％�
420人�

技能労務職�
23.7％�
704人�

２０００．１１．１１（２）

町田市職員の給与・定数管理の状況についてお知らせします。
お問い合わせは、職員課（�７２２・３１１１内線２２４１）へ。

（注）�１一般行政職とは他の職種に属
さないすべての職員（事務・技術等）
�２税務職とは税務部の職員及び市民部
国民健康保険課の保険税担当職員
�３福祉職とは保育園等の保育士及び学
童保育に勤務する児童厚生員
�４医療職とは市民病院等に勤務する医
師、看護婦、薬剤師等
�５技能労務職とは自動車運転手、用務
員、作業員、給食調理員等
�６教育公務員とは看護専門学校等に勤
務する教員等
�７職員数は「地方公務員給与実態調査」
による

〈図２〉給与の種類とその内容
給 料 給料表に定める額

扶 養 手 当 配偶者１８，８００円、その他の親族９，１００円
大都市など生計費や民間給与が高い地域の事情
を配慮した制度に基づくもので給料、扶養手当、
管理職手当の合計額の１０％

毎月きま
って支給
されるも
の

調 整 手 当

住 居 手 当 １９，７００円を限度に支給給

与

通 勤 手 当 運賃相当額

そ の 他 管理職手当など
勤務した
実績に応
じて支給
されるも
の

危険、不快、不健康など特殊な業務に従事した
場合に支給特殊勤務手当

そ の 他 時間外勤務手当など

期末・勤勉手当臨時に支
給される
もの

ボーナスに相当する手当

退 職 手 当 退職のとき支給される一時金

※東京都及び国の給与等については東京都から通知のあった数値を使っています。

〈表１〉一般行政職の級別職員数の状況 （平成１２年４月１日現在）

計

１５３３人
１００％
１００％
１００％

（注）�１町田市職員の初任給・昇格及び昇給等の基準に関する規則に基づく給料表の級区分による
職員数です。�２標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。

〈表２〉人件費の状況（平成１１年度普通会計決算）
（参考）平成１０年
度の人件費率

２１．１％

（注）�１人件費とは、一般職員に支給される給与と市長や議員など特別職の給料・報酬・手当など
の経費の合計です。�２普通会計とは、一般会計をもとに特別会計と調整して得られる統計上
の会計です。

〈表３〉職員給与費の状況（平成１１年度普通会計決算）

１人当たり給与費

７８６万円
（注）�１給与費は、人件費から議員報酬、社会保険料の事業主負担分である共済費、退職手当など

を除いたものです。�２「その他の手当」のうち主なものは、扶養手当４億６７９万円、調整手当
１０億５，３９５万円、時間外勤務手当７億３，３２８万円などです。

〈表４〉初任給の状況 （平成１２年４月１日現在）

国
２年経過後の
給 料 月 額
２０３，８００円
１８８，９００円
１５１，８００円

〈表５〉平均給料月額などの状況 （平成１２年４月１日現在）

技 能 労 務 職
平 均 年 齢

４６．０歳
４７．１０歳

〈表６〉経験年数別・学歴別平均給料月額の状況 （平成１２年４月１日現在）

経験年数２０年
３８８，７３９円
３５５，６００円
３３９，４３６円

（注）経験年数：学校卒業後ただちに市職員に採用された者は、その在職年数をいい、その他の職
員については、それぞれ前歴等の年数を一定の基準により在職年数として換算し、あわせて
市職員に採用後の在職年数を加算したものです。

〈表７〉昇給期間短縮の状況
技能労務職

７０４人

１７０人

２４．１％
７５８人

１９１人

２５．２％
（注）職員数は各年度４月１日現在です。

〈表８〉期末・勤勉手当の状況
国

勤勉手当
０．６０月分
０．６０月分
��

１．２月分
０．６０月分

有

（注）東京都及び国については、一般職員の例です。

〈表９〉退職手当の状況（平成１２年度支給率）
国
勧奨・定年
２８．８７５月分
４４．５５月分
６２．７月分
６２．７月分

定年前早期退職特例措置
（２％～２０％加算）

１号俸

※平成１２年度は、定年前早期退職を一層促進するため、特例措置の加算を３％～３０％で実施。

〈表１０〉特別職の報酬等の状況

期 末 手 当

１ 級
�一定の知識または
経験を有する主事

�定型的な業務を行
う主事

５５６人
３６．３％
３９．１％
４０．９％

期末手当
１．４５月分
１．７５月分
０．５５月分
３．７５月分
１．４５月分

自己都合
２１．０月分
３３．７５月分
４７．５月分
６０．０月分

医療職
４２０人

８３人

１９．８％
３７９人

７９人

２０．８％

初 任 給

Ⅰ種１８４，２００円
Ⅱ種１７４，４００円
１４１，９００円

人件費率
（Ｂ／Ａ）

１９．７％

給 与 費
計

１８１億９，４５６万円

平均給料月額
３８６，４０１円
３３８，６６３円

経験年数１５年
３４０，６６９円
２９６，２００円
２８５，９３１円

（平成１１年度支給率）
平成１１年６月期 ２．２月分
平成１１年１２月期 ２．５月分
平成１２年３月期 ０．２月分

計 ４．９月分
（平成１１年度支給率）
平成１１年６月期 ２．２月分
平成１１年１２月期 ２．５月分
平成１２年３月期 ０．２月分

計 ４．９月分

税務職
１６５人

１７人

１０．３％
１６２人

９人

５．６％

東 京 都

勤勉手当
０．４５月分
０．４５月分
��

０．９０月分
０．４５月分

有

東 京 都
勧奨・定年
３８．０月分
５０．０月分
６２．７月分
６２．７月分

定年前早期退職特例措置
（２％～２０％加算）

消防職員加算
定年等退職の場合、原則
１号給、特別２号給

人件費（Ｂ）

２４４億４，００６万円

２ 級
主任・
高度の知識ま
たは経験を有
する主事

３０５人
１９．９％
２２．３％
２５．１％

東 京 都
２年経過後の
給 料 月 額

２００，３５２円

１４９，８５６円

一般行政職
１，６８０人

１６２人

３．６％
１，６５６人

１９２人

１１．６％

期末手当
１．６０月分
１．９０月分
０．５５月分
４．０５月分
１．５５月分

そ の 他 の 手 当
３１億９，１００万円

一 般 行 政 職
平 均 年 齢

４２．３歳
４２．６歳

経験年数１０年
２８８，７００円
２４７，１００円
２３７，１６７円

自己都合
２４．２５月分
３２．５月分
４９．７５月分
５０．０月分

実 質 収 支

２６億４，４４７万円

３ 級

係長・
主査

５０６人
３３％

２９．３％
２４．６％

合 計
２，９６９人

４３２人

１４．６％
２，９５５人

４７１人

１５．９％

初 任 給

１７６，８３２円

１３９，１０４円

町 田 市

勤勉手当
０．６０月分
０．５０月分
��

１．１０月分
０．６０月分

有

報酬等の月額
（平成１２年４月１日現在）
（給料）

１，０６０，０００円
９００，０００円
８１０，０００円

（報酬）
６４０，０００円
５８０，０００円
５５０，０００円

町 田 市
勧奨・定年
３８．０月分
５２．０月分
６２．７月分
６２．７月分

定年前早期退職特例措置
（２％～２０％加算）

１号給（勧奨・定年）

４ 級

副主幹

３９人
２．５％
２．０％
２．３％

区 分
職 員 数 （Ａ）
普通昇給期間（１２～２４月）を
短縮して昇給した職員数（Ｂ）
比 率 （Ｂ／Ａ）
職 員 数 （Ａ）
普通昇給期間（１２～２４月）を
短縮して昇給した職員数（Ｂ）
比 率 （Ｂ／Ａ）

期末・勤勉手当
４９億７，０７０万円

平均給料月額
３７５，１１３円
３４７，９３３円

区 分
大 学 卒
高 校 卒
全 学 歴

歳出総額（Ａ）

１，２４１億８０万円

町 田 市
２年経過後の
給 料 月 額

２０７，８００円

１６４，２００円

期末手当
１．６０月分
２．００月分
０．２５月分
３．８５月分
１．４５月分

５級

課長・
主幹

９５人
６．２％
５．７％
５．６％

自己都合
２８．０月分
３８．０月分
５６．５月分
６０．０月分

６級

部長

３２人
２．１％
１．６％
１．５％

区 分
平成１１年度支給率

平 成１１年 ６ 月 期
平 成１１年１２月 期
平成１２年３月期

計
平 成１２年 ６ 月 期
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

初 任 給

１８４，２００円

１５１，８００円

区 分

標 準 的 な 職 務

職 員 数
構 成 比

１年前の構成比
５年前の構成比

区 分

市 長
助 役
収 入 役

議 長
副 議 長
議 員

給 料
１００億３，２８６万円

区 分

町 田 市
東 京 都

一 般 行 政 職

技 能 労 務 職

住民基本台帳人口

（平成１２年３月３１日現在）
３７０，１５５人

区 分

勤 続 ２０ 年
勤 続 ２５ 年
勤 続 ３５ 年
最 高 限 度

加 算 措 置

退職時特別昇給

平 成

１１年度

平 成

１０年度

区 分

大学卒

高校卒

参
考

〈表１１〉部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

主 な 増 減 理 由

事務事業の合理化
財務会計システム開発準備等
滞納整理の強化等
介護保険体制の強化等
看護専門学校の事業縮小等
勤労者サービスセンターへの派遣等
農業共済組合への派遣分の算入等
工業活性化事業への対応
開発審査業務の充実等

給食調理業務の嘱託等

増改築事業への対応等
中央操作室業務の委託等
浄水場設備の機械化等

（注）職員数は、一般職に属する職員数（教育長１人、長期の臨時職員６人を含む）であり、自
治法上の派遣等（１２人、一部事務組合等）は含みません。なお、〈図１〉の職員数では、教育長
及び臨時職員を除いています。

定員管理計画の目標及び進捗状況等
�１定員適正化目標

市の職員の適正な定員基準を考えるにあたっては、自治省の定員モデルとの比較、類似団体
別職員数との比較、更には、市の人口動向と職員数から設定するなどいろいろな方法がありま
す。中でも、人口は事業量の基本的な指標であるため、市では人口動向と職員数が連動する計
画とし、職員１人当たりの住民人口に着目した計画目標を設定するとともに、５年間で５％の
定員削減を計画目標とします。
具体的には、職員１人当たりの住民人口を目標値１５３人と定め、２００１年度から５か年

で計画と実績数との乖離が０になるように推進する計画とし、７７人の純減員を図ります。
�２主な定員適正化のための方法

この計画では、事務事業の見直し、組織・機構の見直し、外部委託の推進、ＯＡ化の推進、
公共施設の管理運営の合理化、再雇用嘱託職員の活用、サンセット方式の導入、定員シーリン
グ方式の導入などにより、適正化を実現することとしています。

〈表１２〉定員管理計画の年次別推進の概要 （各年４月１日現在）

計

９５

１０２

７

８２

９

△７３

１６

５

△１１

１９３

１１６

△７７

２００５

１８

９

△９

１，６５４

５

１

△４

５９６

２

０

△２

２５３

２５

１０

△１５

２，５０３

２，５０３

０

２００４

１５

１４

△１

１，６６３

１８

５

△１３

６００

３

２

△１

２５５

３６

２１

△１５

２，５１８

２，４９５

２３

２００３

２１

３４

１３

１，６６４

２５

０

△２５

６１３

３

０

△３

２５６

４９

３４

△１５

２，５３３

２，４８６

４７

２００２

１７

１４

△３

１，６５１

１２

１

△１１

６３８

２

０

△２

２５９

３１

１５

△１６

２，５４８

２，４７８

７０

対前年
増減数

� １
３
１
７

�１０
� ２
１
１
３

３

�１７

�１７

３３
� ３
� ５

２５

１１

２００１

２４

３１

７

１，６５４

２２

２

△２０

６４９

６

３

△３

２６１

５２

３６

△１６

２，５６４

２，４７０

９４

職 員 数

平成１２年

１４
３８１
１３９
４２７
３５８
２
１７
１０
２９９

１，６４７

６６９

６６９

４００
９６
１６８

６６４

２，９８０

２０００

１，６４７

６６９

２６４

２，５８０

２，４３９

１４１

平成１１年

１５
３７８
１３８
４２０
３６８
４
１６
９
２９６

１，６４４

６８６

６８６

３６７
９９
１７３

６３９

２，９６９

区 分

減 員

増 員

差 引

職 員 数

減 員

増 員

差 引

職 員 数

減 員

増 員

差 引

職 員 数

減 員

増 員

差 引

職 員 数

基 準 職 員 数

乖 離 数

議 会
総 務
税 務
民 生
衛 生
労 働
農 林 水 産
商 工
土 木

小 計

教 育

小 計

病 院
下 水 道
そ の 他

小 計

合 計

部 門

一 般 行 政

特 別 行 政

公 営 企 業
等 会 計
（病院を除く）

計

一
般
行
政
部
門

政
部
門

特
別
行

会
計
部
門

公
営
企
業
等

市職員の給与等の状況


